
令和8年度業務改善助成金のご案内

業務改善助成金は、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を50円以上引き上げ、生産性向上に資

する設備投資等を行った場合に、その設備投資等にかかった費用の一部を助成する制度です。

事業場内最低賃金

の引上げ計画

設備投資等の計画
（機械設備導入やコンサル

ティングなど）

業務改善助成金を支給

（最大6 0 0万円）

業務改善助成金とは？

対象事業者・申請の単位

事業場内最低賃金の引上げ計画と設備投資等の計画を立てて申請いただき、交付決定後に計画どおりに事業を

進め、事業の結果を報告いただくことにより、設備投資等にかかった費用の一部が助成金として支給されます。

• 中小企業・小規模事業者であること

（大企業と密接な関係を有する企業

（みなし大企業）でないこと）

• 事業場内最低賃金が、令和８年度地域

別最低賃金未満であること

• 解雇、賃金引き下げなどの不交付事由

がないこと

別々（事業

場ごと）に

申請可
工場A 事務所B

計画の承認
と実施

申請期間 賃金引上げ期間 事業完了期限

令和８年９月１日
～

申請事業所の都道
府県において適用
される地域別最低
賃金の発効日の前
日又は同年11月

30日のいずれか早
い日

令和８年９月１
日～

申請事業所に適
用される地域別
最低賃金発効日

の前日

交付決定年度の１
月31日

申請期限と賃金引上げの期間

賃金引上げ及び生産性向上に資する設備投資を実施した中小事業主向けの助成
金申請受付を開始しています。

事業所の所在地を管轄する都道府県労働局に対し、所定の様式で交付申請を行います。労働局による申

請内容の審査を経て交付決定がなされたら、申請内容に沿って事業を実施します。事業完了後、労働局

に事業実績報告と助成金支給申請を行い、労働局による報告内容の審査を経て、助成金が支給されます。

交付申請

交付申請書・事業実施

計画書等を

都道府県労働局に提出

交付決定

交付申請書等を

審査の上、通知

事業の実施

申請内容に沿って

事業を実施

（賃金の引上げ、設備の

導入、代金の支払）

事業実績報告

労働局に事業実績報告

書等と助成金支給申請

書を提出

交付額確定と助成金支払い

事業実績報告書等を審査し、

適正と認められれば交付額の確定

と助成金の支払を実施

助成金受領

ここで助成金が

振り込まれます

助成金支給の流れ

※令和８年度の申請期限は
10月13日までです。 申請はお早めに！



助成上限額

事業場内最低賃金
1 , 0５ 0円未満

４/５

事業場内最低賃金
1 , 0５ 0円以上

３/４

※ 10人以上の上限額区分は、特例事業者が、10人以上の労働者の賃金を引

き上げる場合に対象になります。

※特例事業者：①賃金要件：申請事業場の事業場内最低賃金が1,050円未満

である事業者 ②物価高騰要件：原材料費の高騰など社会的・経済的環境

の変化等の外的要因により、申請前６か月間平均における利益率が前年度

と比べ３％ポイント※以上低下している事業者

＜例：事業場内最低賃金1,050円の事業場で70

円コースを申請する場合＞

Ａ：事業場内最低賃金である労働者なので、「引き上

げる労働者」に算入可

Ｂ：申請コース以上賃金を引き上げていないので、算

入不可

Ｃ：Ａに賃金額が追い抜かれる労働者であり、かつ、

申請コース以上賃金を引き上げているので、算入

可

Ｄ：既に引上げ後の事業場内最低賃金以上なので、算

入不可

助成率

「引き上げる労働者数」の数え方

コース

区分

事業場

内最低

賃金の

引上げ

額

引き上げる

労働者数

助成上限額

右記以外

の事業者

事業場規模

30人未満

の事業者

５０円
コース

50円
以上

１人 ３０万円 ４０万円

２～３人 ４０万円 ７０万円

４～５人 ７０万円 ７０万円

６～７人 ９０万円 ９０万円

８人以上 １１０万円 １１０万円

10人以上※ １３０万円 １３０万円

７ 0
円コー
ス

70円
以上

１人 ４０万円 ５０万円

２～３人 ５０万円 １００万円

４～５人 １３０万円 １３０万円

６～７人 １８０万円 １８０万円

８人以上 ２３０万円 ２３０万円

10人以上※ ３００万円 ３００万円

9 0 円
コース

90円
以上

１人 ９０万円 １００万円

２～３人 １５０万円 ２４０万円

４～５人 ２７０万円 ２７０万円

６～７人 ３６０万円 ３６０万円

８人以上 ４５０万円 ４５０万円

10人以上※ ６００万円 ６００万円

業務改善助成金 検 索

• 交付決定前に助成対象設備の導入を行った場合は、助成の対象

となりません。

• 過去に業務改善助成金を活用した事業者も助成対象となります。

• 予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場

合があります。

• 同一事業所の申請は年度内１回までです。

• 助成対象経費の特例となっていた自動車

（特殊用途自動車を除く）は、助成対象外

となりました。

• 引き上げる対象労働者は、雇用保険被保険

者が対象となりました。

注意事項

参考ウェブサイト

最新の要綱・要領やQ&A、申請書作成ツールや業務改善助成金の活用事例集などを掲

載しています。

令和７年度からの主な変更点

申請に当たっては、最新の交付要綱・要領で助成要件をご確認いただき申請をお願いいたします。

厚生労働省ウェブサイト「業務改善助成金」

お問い合わせ 業務改善助成金コールセンター：0120-366-440（※平日 ９:０0～17:００）

秋田労働局 雇用環境・均等室：０１８-８６２-６６８４
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